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１４７ 総括表 

＜実額＞

平成25年度 平成26年度

（百万円）

市 内 総 生 産 95,427 93,901

市 民 所 得 の 分 配 70,872 70,118

（百万円）

県 内 総 生 産 3,459,800 3,458,566

県 民 所 得 の 分 配 2,581,031 2,558,180

（億円）

国 内 総 生 産 4,824,304 4,896,234

国 民 所 得 の 分 配 3,591,151 3,644,441

32,876 32,295

1,050,244 1,036,982

2,156 2,171

2,458 2,467

2,821 2,868

87.7 88.0

76.4 75.7

資料：平成26年度秋田県市町村民経済計算年報・平成26年度県民経済計算年報
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＜対前年度増加率＞

平成25年度 平成26年度

市 内 総 生 産 0.1 △ 1.6

市 民 所 得 の 分 配 1.0 △ 1.1

県 内 総 生 産 0.2 0.0

県 民 所 得 の 分 配 0.7 △ 0.9

国 内 総 生 産 1.7 1.5

国 民 所 得 の 分 配 2.3 1.5

△ 3.2 △ 1.8

△ 1.2 △ 1.3

4.4 0.7

1.9 0.4

2.4 1.7

2.0 0.3

1.4 △ 0.7

国民所得の分配

秋 田 県 平 均 と の 比 較

全 国 平 均 と の 比 較

鹿
角
市

市民所得の分配

秋
田
県

県民所得の分配
一
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注）鹿角市の値は、県の値（県民経済計算の計算）を各種統計数値（または照会により入

手した基礎資料の集計値）で分割することにより、推計されている。 

 鹿角市の値＝県値（県民経済計算の各項目計数）×分割指標  

注）「一人当り分配所得」は、市町村の住民や企業の所得の合計（＝雇用者報酬＋財産所得 

＋企業所得）をその人口で除して求められる指標であり、賃金水準や給与水準とは異

なる性質の指標であることに留意する必要がある。 
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１４８ 産業別市内総生産 

＜実額＞ 単位：百万円

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

第一次産業 1 4,480 4,758 4,943 4,426 3,160

農業 4,104 4,359 4,556 4,017 2,712

林業 376 399 387 409 448

水産業 0 0 0 0 0

第二次産業 2 14,390 16,813 16,610 18,159 18,578

鉱業 48 69 97 112 106

製造業 7,520 9,288 8,022 8,426 8,827

建設業 6,822 7,456 8,491 9,621 9,645

第三次産業 3 73,897 74,393 73,829 72,805 72,137

電気・ガス・水道業 3,062 3,221 3,131 3,164 3,241

卸売・小売業 6,845 6,954 6,921 7,130 6,884

金融・保険業 3,474 3,261 3,265 3,424 3,617

不動産業 16,876 16,929 16,845 16,673 16,611

運輸業 4,343 4,846 4,411 3,731 3,448

情報通信業 1,860 1,868 1,871 1,838 1,810

サービス業 20,792 20,434 20,339 19,942 19,443

政府サービス生産者 14,345 14,509 14,473 14,367 14,574

対家計民間非営利
サービス生産者 2,300 2,371 2,573 2,536 2,509

（控除）輸入品に課される税・関税等 4 182 68 49 -37 -26

計(1+2+3-4) 92,585 95,896 95,333 95,427 93,901

＜対前年度増加率＞ 単位：％

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

第一次産業 △ 7.6 6.2 3.9 △ 10.5 △ 28.6

農業 △ 8.9 6.2 4.5 △ 11.8 △ 32.5

林業 9.6 6.1 △ 3.0 5.7 9.5

水産業 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

第二次産業 3.4 16.8 △ 1.2 9.3 2.3

鉱業 △ 17.2 43.8 40.6 15.5 △ 5.4

製造業 △ 0.1 23.5 △ 13.6 5.0 4.8

建設業 7.7 9.3 13.9 13.3 0.2

第三次産業 △ 0.2 0.7 △ 0.8 △ 1.4 △ 0.9

電気・ガス・水道業 △ 3.5 5.2 △ 2.8 1.1 2.4

卸売・小売業 1.8 1.6 △ 0.5 3.0 △ 3.5

金融・保険業 △ 4.1 △ 6.1 0.1 4.9 5.6

不動産業 △ 0.4 0.3 △ 0.5 △ 1.0 △ 0.4

運輸業 6.0 11.6 △ 9.0 △ 15.4 △ 7.6

情報通信業 △ 2.0 0.4 0.2 △ 1.8 △ 1.5

サービス業 △ 2.5 △ 1.7 △ 0.5 △ 2.0 △ 2.5

政府サービス生産者 0.8 1.1 △ 0.2 △ 0.7 1.4

対家計民間非営利
サービス生産者 11.5 3.1 8.5 △ 1.4 △ 1.1

（控除）輸入品に課される税・関税等 △ 15.7 △ 62.6 △ 27.9 △ 175.5 △ 29.7

計 0.0 3.6 △ 0.6 0.1 △ 1.6

資料：平成26年度秋田県市町村民経済計算年報  
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産業別市内総生産の推移 
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１４９ 市民所得の分配 

＜実額＞ 単位：百万円

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

雇用者報酬 1 39,237 38,704 38,804 38,416 38,588

賃金・俸給 32,415 31,738 31,821 31,433 31,499

雇主の社会負担 6,822 6,966 6,983 6,983 7,089

財産所得 2 3,370 3,380 3,386 3,500 3,410

一般政府 △ 1,557 △ 1,628 △ 1,601 △ 1,610 △ 1,581

家計 4,802 4,921 4,901 5,024 4,901

対家計民間非営利団体 125 87 86 86 90

企業所得 3 24,277 25,878 27,976 28,956 28,120

民間法人企業 11,102 12,480 13,721 14,677 15,037

公的企業 528 514 631 701 748

個人企業 12,647 12,884 13,624 13,578 12,335

農林水産業 1,022 1,405 2,019 1,785 1,062

その他の産業 1,980 1,746 1,671 1,940 1,567

持ち家 9,645 9,733 9,934 9,853 9,706

計(1+2+3) 66,884 67,962 70,166 70,872 70,118

＜対前年度増加率＞ 単位：％

区分 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

雇用者報酬 0.3 △ 1.4 0.3 △ 1.0 0.4

賃金・俸給 0.3 △ 2.1 0.3 △ 1.2 0.2

雇主の社会負担 0.2 2.1 0.2 0.0 1.5

財産所得 △ 5.3 0.3 0.2 3.4 △ 2.6

一般政府 △ 7.1 △ 4.6 1.7 △ 0.6 1.8

家計 △ 1.9 2.5 △ 0.4 2.5 △ 2.4

対家計民間非営利団体 5.9 △ 30.4 △ 1.1 0.0 4.7

企業所得 4.5 6.6 8.1 3.5 △ 2.9

民間法人企業 9.6 12.4 9.9 7.0 2.5

公的企業 △ 17.2 △ 2.7 22.8 11.1 6.7

個人企業 1.5 1.9 5.7 △ 0.3 △ 9.2

農林水産業 △ 17.2 37.5 43.7 △ 11.6 △ 40.5

その他の産業 19.1 △ 11.8 △ 4.3 16.1 △ 19.2

持ち家 0.9 0.9 2.1 △ 0.8 △ 1.5

計 1.5 1.6 3.2 1.0 △ 1.1

資料：平成26年度秋田県市町村民経済計算年報  
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市民所得の分配の推移 

39,237 38,704 38,804 38,416 38,588

3,370 3,380 3,386 3,500 3,410

24,277 25,878
27,976 28,956 28,120

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

（
百
万
円
）

雇用者報酬 財産所得 企業所得  

 



130 市民経済計算 

用語の解説 

 

【政府サービス生産者】 

政府サービスとは、国家の治安や秩序の維持、経済厚生、社会福祉の増進などのためのサービスで、政府以外によ

っては効率的かつ経済的に供給されないような、社会の共通目的のために行われる性格のものである。 

政府サービス生産者には、上記の機能を果たす中央政府（国出先機関）、地方政府（県、市町村）などの行政機関

のほか、社会保障基金や独立行政法人の一部など、特定の非営利団体が含まれる。 

【対家計民間非営利サービス生産者】 

他の方法では効率的に提供し得ない社会的、公共的サービスを、利益追求を目的とせず家計へ提供する団体を「対

家計民間非営利団体」といい、これを生産者として把握する場合、「対家計民間非営利サービス生産者」という。対

家計民間非営利団体は、ある特定の目的を遂行するために集まった個人の自発的な団体であり、その活動は通常、会

員の会費や家計、企業、政府からの寄付、補助金によって賄われる。労働組合、政党、宗教団体のほか、私立学校の

全てがこれに含まれる。 

なお、副次活動として営利活動を営む場合、その副次活動は分離して産業に含められる。 

【雇用者報酬】 

 雇用者が労働の対価として受け取る現金や現物給与の他、雇主が雇用者福祉のために直接負担する社会保障関係費

用のことであり、賃金・俸給（賃金・給与、手当、賞与、歳費、報酬などがあり、現金によるもののほか現物支給に

よるものも含まれる。また、社宅など市中賃金より低廉な住宅が提供されている場合、市中家賃との差額が「給与住

宅差額家賃」となり、現物給与とみなして計上される。）と、雇主の社会負担（雇主が負担する社会保障基金・年金

基金への負担及び退職一時金など）の合計額となる。 

【財産所得】 

一般政府（国、地方公共団体等）、家計、対家計民間非営利団体（労働組合、政党、宗教・文化団体、私立学校等）

が所有する資金・資産を運用・貸借して得られる所得。 

家計については利子（純受取＝受取－支払）、配当（受取）、保険契約者に帰属する財産所得（保険契約者の資産と

して、本来家計に支払われるべき保険契約者配当・投資所得のこと。実際は保険企業に留保される性格のものである

ため、帰属計算を行い家計の所得とする。）、賃貸料（受取）が計上される。 

一般政府、対家計民間非営利団体については、純受取（受取－支払）の各項目合計が計上される。 

【企業所得】 

 営業余剰に、財産所得の純受取（利子などの受取－支払）を加算したもので、民間法人企業、公的企業（日本高速

道路株式会社各社、郵便局株式会社、食料安定供給特別会計、県の公営企業会計、市町村の病院事業等）、個人企業

の別に計上される。 

 財産所得において、家計に配当が計上されることから、二重計算を回避するため配当受取後の金額を計上する。 


